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■開催にあたって
　日々の取引の段階で避けては通れない「消費税」ですが、令和元年の軽減税率制度の導
入に伴い複数税率への対応が必要となり消費税実務がより複雑化しております。
　さらに、令和５年10 月１日からインボイス制度が施行されたことから、消費税の申告書
を作成するためには消費税に関する基礎的な知識がより一層高度化している為、本講座を
実施いたします。

■本セミナーのゴール
① 消費税の基本的な仕組みを習得する。
② 取引等の分類や消費税の計算方法につき事例を交えた解説で詳しく習得する。
③ 軽減税率制度やインボイス制度における実務上の留意点について習得する。

・スマートフォンでも受講可能です
・拡大したい画面を選択して視聴できます
  （ 講師／資料／板書／全体のカメラ  等）
・受講画面から講師へ質問もできます
　 受講画面の様子は下記URLもしくはQRから確認できます
　https://youtu.be/5ZcOOEnmNHE
　

①本会HPよりご希望の講座を検索
②または二次元バーコードを読み取って
　お申込み

お申込み

お申込み後、３営業日程度で
視聴用URLが記載されたメールが届きます

URLが届く

ご受講

受講料

受講の流れ 受講画面イメージ対　象
※本会申込ページ

円35,200 （税込）会  員 （１名）：

円42,900 （税込）一  般（１名）：

資料はデータ提供

繰り返し視聴可能

倍速機能付き

講師に質問可能

　　　

いつでもどこでも繰り返し受講可能！効率よく学べる！

・株式会社ファシオが運営するDeliveruサイトにて配信いたします。
・参加券と請求書はご連絡担当者様宛に郵送します。
・領収書は「振込金受領書」をもってかえさせていただきます。
・URL送付後のキャンセル料は100％を申し受けます。（視聴URL等を記載
　した案内メールは、お申込後３営業日程度で送信開始いたします。）

・視聴案内メールは、no-reply@deliveru.jp　から送信いたします。
・カメラ・マイクは不要です。
・テキストは視聴ページからダウンロード可能です。
・セミナーの録音・録画や資料の複製、お申込みいただいていない方の
　閲覧等は固くお断りいたします。

配信期間 申込期間

2025 年　　　10 9　　　(木) (木)～　　　 10 21 (火)まで　2025　　　年　　　

合計受講時間
約5時間（ワーク時間含）

10 23//

消費税の実務入門

配信期間内にメール記載のURLから
ログインし、受講します
※ご質問は、配信期間中にサイト内で
　受け付けます

主催

■ 経理・財務・税務部門の方
■ 総務・管理部門の方々
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NOMA　講 座

　 プ ロ グ ラ ム

氏

　 講 師 プ ロ フ ィ ー ル

【講師略歴】
大学卒業後、都内税理士事務所での勤務を経て2014 年に税理士登録。同年、現在の坂井俊亮税理士事
務所を開設。めまぐるしく変わる経済状況に対して税制改正が行われる中、現在は一般企業の他、金融業や
医業、芸能業界など多種多様な顧問先のニーズに合わせ税務顧問に従事している。
　豊富な実務経験を活かし、資格専門学校にて15 年以上にわたり
税理士資格取得講座の講師を務めており、わかりやすい講義に定評がある。

企画研修グループ
〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷5-31-11 住友不動産新宿南口ビル 13階　
TEL（03）6632-7140　E-mail tms@noma.or.jp　URL https://www.noma.or.jp

※最新の動向・情報を盛り込むため、内容を一部変更
　させていただく場合がございます。

坂井俊亮税理士事務所 代表税理士　 坂井 俊亮
さかい　としあき

氏

１．消費税の基礎知識

（１）消費税の概要

（２）消費税の仕組み

（３）納付税額の計算方法

２．消費税の取引分類

（１）不課税取引

（２）非課税取引

（３）免税取引

（４）課税取引

（５）実務で間違えやすい取引

３．消費税の計算方法

（１）課税標準額の計算方法

（２）税額控除の計算方法

（３）仕入税額控除の計算方法

４．軽減税率制度

（１）制度の概要

（２）軽減税率の対象となる取引

（３）複数税率の経理処理の注意点

５．インボイス制度

（１）制度の概要

（２）適格請求書発行事業者登録制度

（３）適格請求書等の記載方法・交付方法

（４）インボイス制度導入後の仕入税額控除


